
No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

1 議案第1号
令和８年度秦野市一般会計予算を定めるこ
とについて

財政課
　歳入歳出予算額　 67,140,000千円
　（対前年度伸び率　　4.8％）

2 議案第2号
令和８年度秦野市水道事業会計予算を定め
ることについて

経営総務課
　収入支出予算額　　4,903,000千円
　　　　　　　　　（減価償却費を除く）
　（対前年度伸び率　12.27％）

3 議案第3号
令和８年度秦野市公共下水道事業会計予算
を定めることについて

経営総務課
　収入支出予算額  　5,828,000千円
　　　　　　　　　（減価償却費を除く）
　（対前年度伸び率　 9.16％）

4 議案第4号
令和８年度秦野市国民健康保険事業特別会
計予算を定めることについて

国保年金課
　歳入歳出予算額　 16,629,000千円
　（対前年度伸び率　△0.71％）

5 議案第5号
令和８年度秦野市介護保険事業特別会計予
算を定めることについて

高齢介護課
　歳入歳出予算額　 14,440,000千円
　（対前年度伸び率　△3.94％）

6 議案第6号
令和８年度秦野市後期高齢者医療事業特別
会計予算を定めることについて

国保年金課
　歳入歳出予算額　  3,941,000千円
　（対前年度伸び率　 15.57％）

　令和８年３月秦野市議会第１回定例月会議提出議案等一覧表

議案２７件：当初予算 ６件 指定管理者指定 １件

条例制定 ３件 補正予算 ７件

条例全部改正 １件

条例一部改正 ８件

条例廃止 １件

報告４件：専決処分（交通事故） １件

専決処分（物損） １件

専決処分（条例一部改正） １件

専決処分（補正予算） １件
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

7 議案第7号
秦野市乳児等通園支援事業の設備及び運営
の基準を定める条例を制定することについ
て

保育こども園課
　児童福祉法の一部改正により、乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準
を定めるため、制定するもの。
　施行日　令和８年４月１日

8 議案第8号 秦野市特定乳児等通園支援事業の運営の基
準を定める条例を制定することについて

保育こども園課
　子ども・子育て支援法の一部改正により、特定乳児等通園支援事業の運営
の基準を定めるため、制定するもの。
　施行日　令和８年４月１日

9 議案第9号 秦野市特定乳児等通園支援の利用者負担額
等を定める条例を制定することについて

保育こども園課

　子ども・子育て支援法第５４条の３において準用する同法第４６条第２項
の規定により提供する特定乳児等通園支援に係る利用者負担額について、市
内全ての施設において利用者負担額が異なることなく、国の基準に基づく統
一した支援の提供を図るとともに、特定の理由に限り、特定乳児等通園支援
に係る利用者負担額の一部を減免するため、制定するもの。
　施行日　令和８年４月１日

10 議案第10号
秦野市職員の旅費に関する条例の全部改正
について

人事課
警防課

　国家公務員等の旅費に関する法律の一部改正を踏まえ、本市職員等の旅費
制度について、次のとおり改正するもの。
 (1)　旅費の種類、内容、基準について、国家公務員を踏まえた内容に改
　　正すること。
 (2)　旅行役務提供者（旅行代理店等）を定義し、職員への旅費の支給に
　　代えて旅行役務提供者に対し、旅費に相当する金額を支払うことがで
　　きることとすること。
 (3)　出張の定義に、自宅等出発又は帰着を含めること。
 (4)　旅費の返納及び給与等から控除を可能とする規定を設けること。
 (5)　秦野市職員の旅費に関する条例の全部改正を踏まえ、一般職に準じ
　　て定めている非常勤特別職職員等の費用弁償等（宿泊料等）につい
　　て、一般職職員の旅費の例により支給することに改めること。
　施行日　令和８年４月１日

条例の制定

条例の制定

条例の制定

条例全部改正
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

11 議案第11号
秦野市職員の給与に関する条例等の一部を
改正することについて

人事課
経営総務課

　人事院勧告等を踏まえ、次のとおり改正するもの。
 (1)　本市職員の地域手当支給率を引き上げること。
　　　令和８年度以降の地域手当支給率　10％→12％
 (2)　通勤のため、自動車等の駐車のための施設等を利用し、その料金を
　　負担することを常とする職員に通勤手当を支給すること。
 (3)　災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により、週休日等又は平
　　日の午後１０時から午前５時までの間であって、正規の勤務時間以外
　　の時間に勤務した管理職員に管理職員特別勤務手当を支給すること。
 (4)　異常な自然現象等により、重大な災害が発生した箇所等での災害対
　　応に係る作業等の業務に従事する職員に災害応急作業等手当を支給す
　　ること。
 (5)　本市水道事業及び公共下水道事業の企業職員の配偶者に係る扶養手
　　当を廃止すること。
　施行日　令和８年４月１日

12 議案第12号
秦野市特別職職員の給与等に関する条例の
一部を改正することについて

人事課

　人事院勧告に基づく地域手当支給率及び本市職員の旅費制度の改正に準じ
て、市長、副市長及び教育長の地域手当及び旅費制度を見直すため、改正す
るもの。
　令和８年度の地域手当支給率　10％→11％
　施行日　令和８年４月１日

13 議案第13号 秦野市手数料条例の一部を改正することに
ついて

財政課
建築指導課
交通住宅課

　マンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部改正により、条例で引
用する同法の名称に変更が生じたこと、及び敷地面積が一定規模以上のマン
ションで、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認
めて許可したものは、都市計画で定められた高さの限度を超えることができ
るものとされたことにより、マンションに係る許可事務について、本市が徴
収する手数料及びその額を定める必要が生じたため、改正するもの。
　施行日　令和８年４月１日

14 議案第14号
秦野市立認定こども園条例の一部を改正す
ることについて

保育こども園課

　市立認定こども園において、令和７年１０月から、子ども・子育て支援法
に基づく地域子ども・子育て支援事業として実施している乳児等通園支援事
業について、令和８年度からは、児童福祉法に基づく事業として実施するた
め、改正するもの。
　施行日　令和８年４月１日

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

15 議案第15号
秦野市国民健康保険税条例の一部を改正す
ることについて

国保年金課

　次の理由により、改正するもの。
 (1)　被保険者数の減少及び一人当たり医療費の増加等による特別会計の
　　財源不足が見込まれることから、所得割率、均等割額及び平等割額を
　　引き上げること。
 (2)　子ども・子育て支援法の改正に伴い、子ども・子育て支援金制度が
    創設されたため、子ども・子育て支援納付金分を国民健康保険税に含
　　めること。
　施行日　令和８年４月１日

16 議案第16号 秦野市介護保険条例の一部を改正すること
について

高齢介護課

　令和７年度の税制改正において、国が給与所得控除の最低保障額を引き上
げる見直しを行ったことを踏まえ、介護保険料収入の減少を防ぐことを目的
に、令和８年度における第１号被保険者の保険料率の算定方法を令和７年度
税制改正前と同様とする特例を設けるため、改正するもの。
　施行日　令和８年４月１日

17 議案第17号
秦野市企業等の立地及び施設再整備の支援
に関する条例の一部を改正することについ
て

産業振興課

　企業等の新規立地及び市内企業等の施設再整備の促進を目的として設けて
いる奨励処置の対象となる指定地域について、秦野丹沢テクノパーク及び秦
野中井インターチェンジ南地区を追加するため、改正するもの。
　施行日　令和８年４月１日

18 議案第18号
秦野市地区計画の区域内における建築物の
制限に関する条例の一部を改正することに
ついて

まちづくり計画課
都市整備課
建築指導課

　戸川地区及び秦野中井インターチェンジ南地区における地区整備計画を都
市計画として定めたことに伴い、地区整備計画の実効性を一層確保すること
を目的に、建築物の用途、壁面の位置等について定めるため、改正するも
の。
　施行日　令和８年４月１日

19 議案第19号
秦野市住宅新築等資金借入金償還準備基金
の設置、管理及び処分に関する条例を廃止
することについて

市民相談人権課

　同和対策事業として実施してきた「住宅新築等資金貸付制度」に係る、対
象者への貸付や国及び県から借り入れた資金の償還に備えて設置した本基金
について、今年度末に国及び県からの借入金の償還が完了するため、廃止す
るもの。
　施行日　令和８年４月１日

20 議案第20号 指定管理者の指定について 観光振興課

　秦野市名水はだの富士見の湯の指定期間の満了に伴い、指定管理者を指定
するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求め
るもの。
　指定管理者とする団体：日本メックス株式会社
　指定期間：令和８年１０月１日から令和１３年３月３１日まで

条例一部改正

条例一部改正

条例廃止

条例一部改正

条例一部改正
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

21 議案第21号
令和７年度秦野市一般会計補正予算（第
７号）を定めることについて

財政課
　歳入歳出予算補正見込額　9,472千円
　債務負担行為（ゼロ市債）の追加　182,512千円

22 議案第22号
令和７年度秦野市一般会計補正予算（第
８号）を定めることについて

財政課 　歳入歳出予算補正見込額　995,314千円

23 議案第23号
令和７年度秦野市水道事業会計補正予算
（第２号）を定めることについて

経営総務課 　債務負担行為（ゼロ市債）の追加　349,990千円

24 議案第24号
令和７年度秦野市水道事業会計補正予算
（第３号）を定めることについて

経営総務課 　歳入歳出予算補正見込額　1,870千円

25 議案第25号
令和７年度秦野市公共下水道事業会計補正
予算（第３号）を定めることについて

経営総務課 　債務負担行為（ゼロ市債）の追加　25,500千円

26 議案第26号
令和７年度秦野市公共下水道事業会計補正
予算（第４号）を定めることについて

経営総務課 　歳入歳出予算補正見込額　48,000千円

27 議案第27号
令和７年度秦野市国民健康保険事業特別会
計補正予算（第２号）を定めることについ
て

国保年金課 　歳入歳出予算補正見込額　852千円
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No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

28 報告第1号 専決処分の報告について 財産管理課

　交通事故に係る損害賠償
　　賠償金額　　179,900円
　　過失割合　　100パーセント
　　専決処分日　令和８年１月３０日

29 報告第2号 専決処分の報告について 産業振興課

　物損事故に係る損害賠償
　　賠償金額　　197,772円
　　過失割合　　100パーセント
　　専決処分日　令和８年　月　　日

30 報告第3号 専決処分の報告について 経営総務課

　地方自治法の一部改正により、条例で引用する同法の条項に移動が生じた
ことから、「秦野市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一
部を改正する条例」について専決処分したため、地方自治法第１８０条第２
項の規定により議会に報告するもの。
　施行日　　　令和８年９月２４日
　専決処分日　令和８年１月３０日

31 報告第4号 専決処分の報告について 財政課

　内閣総理大臣による衆議院の解散表明に伴い、本年２月８日執行の衆議院
議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査に係る経費について、早急に予算
措置をする必要があったことから、「令和７年度秦野市一般会計補正予算
（第６号）」について専決処分したため、地方自治法第１８０条第２項の規
定により議会に報告するもの。
　専決処分日　令和８年１月１９日
　歳入歳出予算補正額　70,442千円

32 議案第  号
公平委員会の委員の選任について

人事課
　令和８年３月３１日をもって齊藤政和委員の任期が満了するため、後任の
委員を選任するもの。

33 議案第  号
秦野市教育委員会委員の選任について

人事課
　令和８年３月３１日をもって牛田洋史委員の任期が満了するため、後任の
委員を選任するもの。

追加議案

追加議案
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        各 会 計 別 ・ 当 初 予 算 一 覧

（単位：千円・％）

区　　　分 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率

一般会計 67,140,000 4.79 64,070,000 5.76 60,580,000 9.02 55,570,000 5.11 52,870,000 0.84 52,430,000 3.35 50,730,000 0.24

水道事業会計 4,903,000 12.27 4,367,000 33.75 3,265,000 △ 15.19 3,850,000 2.69 3,749,000 16.07 3,230,000 △ 10.55 3,611,000 △ 3.94

公共下水道事業
会計

5,828,000 9.16 5,339,000 3.35 5,166,000 △ 6.63 5,533,000 △ 3.05 5,707,000 8.77 5,247,000 △ 5.03 5,525,000 △ 7.73

国民健康保険事
業特別会計

16,629,000 △ 0.71 16,748,000 0.95 16,591,000 △ 2.95 17,096,000 △ 1.33 17,327,000 1.80 17,020,000 △ 1.75 17,324,000 △ 4.19

介護保険事業特
別会計

14,440,000 △ 3.94 15,032,000 3.73 14,492,000 3.75 13,968,000 2.68 13,604,000 5.43 12,903,000 1.92 12,660,000 2.25

後期高齢者医療
事業特別会計

3,941,000 15.57 3,410,000 5.28 3,239,000 13.37 2,857,000 6.37 2,686,000 5.50 2,546,000 3.29 2,465,000 11.24

合　　　計 112,881,000 3.59 108,966,000 5.45 103,333,000 4.51 98,874,000 3.05 95,943,000 2.75 93,376,000 1.15 92,315,000 △ 0.78

令和８年度 令和６年度令和７年度 令和４年度 令和２年度令和３年度令和５年度
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（単位：千円）

令和8年度 令和7年度

1 市 税 23,700,000 23,200,000 500,000 2.2 35.3 36.2

2 地 方 譲 与 税 375,000 377,000 △ 2,000 △ 0.5 0.6 0.6

3 利 子 割 交 付 金 43,000 14,000 29,000 207.1 0.1 0.0

4 配 当 割 交 付 金 260,000 195,000 65,000 33.3 0.4 0.3

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 367,000 319,000 48,000 15.0 0.5 0.5

6 法 人 事 業 税 交 付 金 367,000 346,000 21,000 6.1 0.5 0.5

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,227,000 3,748,000 479,000 12.8 6.3 5.9

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 96,000 88,000 8,000 9.1 0.1 0.1

9 環 境 性 能 割 交 付 金 1 104,000 △ 103,999 △ 100.0 0.0 0.2

10 地 方 特 例 交 付 金 285,000 149,000 136,000 91.3 0.4 0.2

11 地 方 交 付 税 6,656,000 6,304,000 352,000 5.6 9.9 9.8

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 17,000 19,000 △ 2,000 △ 10.5 0.0 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 414,753 348,432 66,321 19.0 0.6 0.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 508,218 502,087 6,131 1.2 0.8 0.8

15 国 庫 支 出 金 14,216,815 12,169,169 2,047,646 16.8 21.2 19.0

16 県 支 出 金 5,612,860 5,089,802 523,058 10.3 8.4 8.0

17 財 産 収 入 453,466 346,097 107,369 31.0 0.7 0.5

18 寄 附 金 415,836 414,599 1,237 0.3 0.6 0.7

19 繰 入 金 2,788,498 2,559,359 229,139 9.0 4.2 4.0

20 繰 越 金 500,000 500,000 0 0.0 0.7 0.8

21 諸 収 入 1,332,653 2,340,955 △ 1,008,302 △ 43.1 2.0 3.7

22 市 債 4,503,900 4,936,500 △ 432,600 △ 8.8 6.7 7.7

67,140,000 64,070,000 3,070,000 4.8 100.0 100.0

比較増減 伸率(％）
構成比（％）

歳 　入　 合 　計

令和8年度

一般会計歳入の状況

款 令和7年度
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令和8年度 令和7年度

1 議 会 費 245,993 257,545 △ 11,552 △ 4.5 0.4 0.4

2 総 務 費 4,363,139 5,775,551 △ 1,412,412 △ 24.5 6.5 9.0

3 民 生 費 30,376,165 27,928,212 2,447,953 8.8 45.2 43.6

4 衛 生 費 4,379,410 3,928,243 451,167 11.5 6.5 6.1

5 農 林 費 358,069 403,169 △ 45,100 △ 11.2 0.5 0.6

6 商 工 費 1,881,652 1,517,274 364,378 24.0 2.8 2.4

7 土 木 費 7,877,729 7,384,979 492,750 6.7 11.7 11.5

8 消 防 費 677,812 838,601 △ 160,789 △ 19.2 1.0 1.3

9 教 育 費 4,218,695 3,780,840 437,855 11.6 6.3 5.9

10 公 債 費 3,267,093 3,241,195 25,898 0.8 4.9 5.1

11 予 備 費 100,000 100,000 0 0.0 0.2 0.2

9,394,243 8,914,391 479,852 5.4 14.0 13.9

令和8年度

67,140,000

令和7年度

64,070,000

職 員 給 与 費

歳 出 合 計 100.03,070,000 4.8 100.0

一般会計歳出（目的別）の状況
（単位：千円）

款 比較増減 伸率(％）
構成比（％）

9



一般会計歳出（性質別）の状況

（単位：千円）

令和8年度 令和7年度

人 件 費 12,370,125 11,855,080 515,045 4.3 18.4 18.5

物 件 費 9,935,996 10,365,092 △ 429,096 △ 4.1 14.8 16.2

維 持 補 修 費 323,727 283,379 40,348 14.2 0.5 0.4

扶 助 費 20,301,293 18,900,611 1,400,682 7.4 30.2 29.5

補 助 費 等 5,808,144 4,932,365 875,779 17.8 8.7 7.7

小 計 48,739,285 46,336,527 2,402,758 5.2 72.6 72.3

投資的経費 普通建設事業費 7,393,613 7,168,695 224,918 3.1 11.0 11.2

3,267,093 3,241,195 25,898 0.8 4.9 5.1

850,795 622,534 228,261 36.7 1.3 1.0

410,000 387,000 23,000 5.9 0.6 0.6

6,379,214 6,214,049 165,165 2.7 9.5 9.7

100,000 100,000 0 0.0 0.1 0.1

35,938,511 33,996,886 1,941,625 5.7 53.5 53.1

67,140,000

区  分 令和8年度

合　　　計 64,070,000

構成比（％）

4.8

比較増減 伸率(％）

100.0100.03,070,000

義務的経費（再掲）
人件費・扶助費・公債費

消
費
的
経
費

公 債 費

予 備 費

積 立 金

貸 付 金

繰 出 金

令和7年度
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歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国 庫 支 出 金 13,852,191 9,472 13,861,663

66,327,645 9,472 66,337,117

歳　出 （単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

7 土 木 費 8,551,079 9,472 8,560,551 9,472

66,327,645 9,472 66,337,117 9,472 0 0 0 0 0 0

計

計

款 補正前の額 補　正　額

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

　令和７年度秦野市一般会計補正予算（第７号）総括

款

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　9,472
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１ 歳入歳出予算補正
（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

1,421 1,421 0

5,904 5,904 0

2,147 2,147 0

9,472 9,472

9,472 9,472 0 0 0 0 0 0

　メタックス体育館はだの（総合体育館）の施設運営に必要な電気料金等の高騰に
より、指定管理者の経費負担が増加していることから、安定的な管理運営を図るた
め、光熱費の高騰分を支援するもの。

　対象施設：総合体育館（ミズノグループ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（10,174千円）、ガス料金（1,635千円）

ＮＩＴＴＡＮパークおおね（おおね公
園）管理運営費
【公園課】

　07 04 04
　060 001

メタックス体育館はだの（総合体育館）
管理運営費
【公園課】

　ＮＩＴＴＡＮパークおおね（おおね公園）の施設運営に必要な電気料金等の高騰
により、指定管理者の経費負担が増加していることから、安定的な管理運営を図る
ため、光熱費の高騰分を支援するもの。

　対象施設：おおね公園（ミズノグループ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（2,842千円）

7 土木費
　07 04 04
　040 001

　07 04 04
　060 002

公園施設管理運営費
【公園課】

　カルチャーパークの施設運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経
費負担が増加していることから、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を
支援するもの。

　対象施設：カルチャーパーク（ミズノグループ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（4,294千円）

小    計

備　　　　　　　　　　考
補正額の財源内訳

補正予算の内容

款 補正額

（歳　出）

事　　業　　名

歳　出　合　計

12



２ 債務負担行為補正（追加）

水道事業会計補正予算（第2号）

公共下水道事業会計補正予算（第3号）

債務負担行為（ゼロ市債）の追加

債務負担行為（ゼロ市債）の追加

期　間 限度額

市道改良事業費 22,000千円

中学校施設改修事業費

令和7年度
から

令和8年度

　施工時期等の平準化を図るとともに、工事の品質の確保及び事業の早期完了によ
り市民の利便性が高まる事業を実施するため（ゼロ市債事業）
　
　令和7年度合計：182,512千円（＋101,002千円）
　令和6年度合計： 81,510千円

2,782千円

10,800千円

備　　　　　　　　　　考

25,500千円

349,990千円

他会計

349,990千円

25,500千円

市道舗装費 90,000千円

歩道設置事業費

事　　　項

クアーズテック秦野カルチャーホール（文化会館）管理運
営費

52,230千円

都市公園及び緑地管理費 4,700千円

13



歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

11 地 方 交 付 税 6,304,000 763,062 7,067,062

13 分 担 金 及 び 負 担 金 348,432 16,812 365,244

14 使 用 料 及 び 手 数 料 502,087 △ 1,566 500,521

15 国 庫 支 出 金 13,861,663 253,162 14,114,825

16 県 支 出 金 5,218,561 102,043 5,320,604

17 財 産 収 入 346,097 23,914 370,011

18 寄 附 金 414,599 59,873 474,472

19 繰 入 金 2,559,359 △ 642,267 1,917,092

20 繰 越 金 864,964 338,304 1,203,268

21 諸 収 入 2,340,955 877 2,341,832

22 市 債 5,017,400 81,100 5,098,500

66,337,117 995,314 67,332,431

歳　出 （単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

2 総 務 費 8,917,282 441,877 9,359,159 9,204 59,873 22,284 350,516

3 民 生 費 30,422,704 411,978 30,834,682 201,459 102,043 16,812 91,664

6 商 工 費 1,976,531 956 1,977,487 941 15

7 土 木 費 8,560,551 123,690 8,684,241 42,499 81,100 91

8 消 防 費 2,744,281 16,813 2,761,094 16,813

66,337,117 995,314 67,332,431 253,162 102,043 81,100 59,873 0 40,037 459,099

一般寄附金 3,741、文化活動推進費寄附金 △94、保健体育費寄附金 32、社会福祉費寄附金 16,194、
企業版ふるさと寄附金 40,000

財政調整基金利子収入 20,213、職員退職給与準備基金利子収入 1,121、公共施設整備基金利子収入 1,369、
文化振興基金利子収入 228、住宅新築等資金借入金償還準備基金利子収入 7、スポーツ振興基金利子収入 10、
新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金利子収入 941、株式配当金収入 25

保険基盤安定負担金（保険者支援分負担率1/2） 15,556、
保険基盤安定負担金（未就学児均等割保険税負担金分負担率1/2） △474、
産前産後保険税負担金（負担率1/2） △484、子どものための教育・保育給付負担金（負担率1/2） 186,861、
社会保障・税番号制度システム整備費補助金（戸籍住民基本台帳費　補助率10/10以内） 9,204、
社会資本整備総合交付金（道路維持費　交付率1/2） 13,000、交通安全対策補助金（補助率5.5/10） 10,499、
社会資本整備総合交付金（土地区画整理費　交付率1/2） 19,000

保険基盤安定負担金（保険者軽減分負担率3/4） 22,635、保険基盤安定負担金（保険者支援分負担率1/4） 7,778、
保険基盤安定負担金（未就学児均等割保険税負担金分負担率1/4） △237、産前産後保険税負担金（負担率1/4） △242、
子どものための教育・保育給付負担金（負担率1/4） 58,071、
子どものための教育・保育給付費（施設型給付費）補助金（補助率1/2） 14,038

市営駐車場使用料 △1,566

　令和７年度秦野市一般会計補正予算（第８号）総括

款

普通交付税 763,062

保育所等保育料 16,812

計

財政調整基金繰入金 △643,233、住宅新築等資金借入金償還準備基金繰入金 10、
新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金繰入金 956

前年度繰越金 338,304

計

款 補正前の額 補　正　額

計

国庫関連市道改良事業債 23,100、国庫関連通学路安全対策事業債 19,000、秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業債 39,000

補　正　額　の　財　源　内　訳

普通財産の貸付けに関する契約更新料 877
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１ 歳入歳出予算補正
（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

33,480 33,480

161,950 19,935 18,672 123,343

1,134 1,121 13

26,382 2,246 24,136

134 △ 94 228 0

7 7 0

42 32 10 0

40,000 40,000 0

129,127 129,127

21,503 21,503

12,499 4,602 7,897

住宅新築等資金借入金償還準備基金積立
金【市民相談人権課】

　基金の運用利率が当初の見込みを上回ったことから、令和7年度に収入した利子
収入及び令和6年度末に収入した利子収入の一部を積み立てるもの。

　02 01 15
　070 001

スポーツ振興基金積立金
【スポーツ推進課】

　ボッカ駅伝競争大会実行委員会から寄附金を受領したこと及び基金の運用利率が
当初の見込みを上回ったことから、令和7年度に収入した寄附金及び利子収入を積
み立てるもの。

補正予算の内容

款 補正額

（歳　出）

事　　業　　名

職員給与費
【人事課】

2 総務費

　001 001

　60歳到達退職者及び自己都合退職者の増に伴い、不足する退職手当を追加するも
の。

・令和7年度退職者数　※（ ）内は当初予算における積算人数
　60歳到達退職者　 5人（ 4人）
　準定年退職者　　 1人（ 4人）
　自己都合退職者　19人（14人）

　02 01 07
　010 003

公共施設整備基金積立金
【財産管理課】

　令和7年度に収入した財産収入等及び令和6年度の公共施設使用料の一部を積み立
てるもの。

　
　02 01 17
　040 001

国県支出金等返納金
【生活援護課】

　令和6年度に受け入れた生活扶助費等負担金等について、精算の結果、国に対す
る返納が生じたため、その経費を追加するもの。

・国庫返納額：129,127千円

　
　02 01 17
　040 001

　02 01 07
　010 001

財政調整基金積立金
【財産管理課】

　国の令和7年度補正予算（第1号）における普通交付税の追加交付に伴い、後年度
の臨時財政対策債の償還財源とするため、その一部を積み立てることに加え、令和
7年度及び令和6年度末に収入した寄附金等を積み立てるもの。

・臨時財政対策債償還基金費分：119,829千円

国県支出金等返納金
【障害福祉課】

　令和6年度に受け入れた障害者自立支援給付費負担金等について、精算の結果、
国に対する返納が生じたため、その経費を追加するもの。

・国庫返納額：21,503千円

　02 03 01
　010 003

住民基本台帳ネットワークシステム経費
【戸籍住民課】

　国の法改正により、戸籍に追加される氏名の振り仮名を住民票に一括で取り込む
とともに、住民票に記録されている旧氏及びその振り仮名を各本籍地へ送信するた
め、国の令和7年度補正予算（第1号）における社会保障・税番号制度システム整備
費補助金（戸籍住民基本台帳費）を活用し、住民基本台帳システムを改修する経費
を追加するもの。

　02 01 07
　010 002

職員退職給与準備基金積立金
【人事課】

　基金の運用利率が当初の見込みを上回ったことから、令和7年度に収入した利子
収入及び令和6年度末に収入した利子収入の一部を積み立てるもの。

・定期預金の運用利率：0.602％（当初0.08％）　※以下同様

　02 01 12
　090 001

文化振興基金積立金
【文化振興課】

　基金の運用利率が当初の見込みを上回ったことから、令和7年度に収入した利子
収入を積み立てるもの。

　02 01 14
　020 001

　02 01 16
　050 001

はだのスポーツビレッジ整備事業費
【スポーツ推進課】

　「はだのスポーツビレッジの整備に向けた協定」に基づき、企業版ふるさと納税
制度を活用した協力を行うため、スポーツビレッジの整備を行う法人に対して、寄
附受入額と同額を負担するもの。

・企業版ふるさと寄附金受入予定額：40,000千円

備　　　　　　　　　　考
補正額の財源内訳
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（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源
款 補正額事　　業　　名 備　　　　　　　　　　考

補正額の財源内訳

15,619 4,602 11,017

441,877 9,204 59,873 22,284 350,516

59,375 14,598 29,934 14,843

1,900 1,900

350,703 186,861 72,109 16,812 74,921

411,978 201,459 102,043 16,812 91,664

956 941 15

956 941 15

29,590 10,499 19,000 91

36,100 13,000 23,100 0

58,000 19,000 39,000 0

123,690 42,499 81,100 91

　02 03 01
　010 005

戸籍住民登録事務費
【戸籍住民課】

　国の法改正により、戸籍の附票に旧氏及びその振り仮名を記録するため、国の令
和7年度補正予算（第1号）における社会保障・税番号制度システム整備費補助金
（戸籍住民基本台帳費）を活用し、戸籍附票システムを改修する経費を追加するも
の。
　また、民法の改正により、現行の単独親権に加えて、令和8年4月から共同親権を
選択できることから、戸籍の記載事項を追加するため、戸籍システムを改修する経
費を追加するもの。

　07 02 03
　020 001

国庫関連市道改良事業費
【道路整備課】

　国の令和7年度補正予算（第1号）における社会資本整備総合交付金（道路維持費
交付率1/2）を活用し、令和8年度に予定していた市道86号線の電線類地中化工事を
前倒しして実施するもの。

　07 04 02
　010 001

　国の令和7年度補正予算（第1号）における社会資本整備総合交付金（土地区画整
理費　交付率1/2）を活用し、令和8年度に予定していた建物等移転補償を前倒しし
て実施するもの。

7 土木費
　07 02 02
　020 003

秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業費
【都市整備課】

6 商工費
　06 01 02
　200 001

新型コロナウイルス感染症対策利子補給
基金積立金
【財政課】

　基金の運用利率が当初の見込みを上回ったことから、令和7年度に収入した利子
収入及び令和6年度末に収入した利子収入の一部を積み立てるもの。

施設型給付費
【保育こども園課】

　人事院勧告に伴う国家公務員給与改定に準じ、国において公定価格の単価改定が
実施されたこと等により、当初予算額に不足が生じるもの。

・公定価格の人件費単価の改定率　＋5.3％
・当初予算額　3,394,640千円　・決算見込額　3,745,343千円

小    計

　03 02 02
　010 001

小    計

小    計

　国の令和7年度補正予算（第1号）における交通安全対策補助金（補助率5.5/10）
を活用し、令和8年度に予定していた市道71号線の歩道設置工事を前倒しして実施
するもの。

国庫関連通学路安全対策事業費
【道路整備課】

　03 02 01
　120 001

保育士等就労促進給付金
【保育こども園課】

　保育所等を通じて給付金の対象者に意向確認を行った結果、未申請者の掘り起こ
しにつながり、申請者数が当初の想定を上回る見込みであるため、不足する経費を
追加するもの。

・当初予算　  34人（6,700千円、申請率78％）
・既申請者　  30人（5,600千円、申請率100％）
・申請予定者　47人（8,600千円、申請率100％）

3 民生費
　03 01 01
　070 001

国民健康保険事業特別会計繰出金
【国保年金課】

　保険基盤安定制度に基づき、低所得者に対する保険税の軽減分の補填等を行うに
当たって、対象者数が当初の想定を上回ったことなどから、国民健康保険事業の財
政基盤の安定を図るため、一般会計からの繰出金を増額するもの。

小    計
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（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源
款 補正額事　　業　　名 備　　　　　　　　　　考

補正額の財源内訳

16,813 16,813

16,813 16,813

995,314 253,162 102,043 81,100 59,873 0 40,037 459,099

763,062

△ 643,233

10

956

338,304

一般財源分歳入合計 459,099

　19 01 01
　07 01

新型コロナウイルス感染症対策利子補給
基金繰入金

基金の廃止に伴う残額の取崩しによるもの

職員給与費
【人事課】

19 繰入金
　19 01 01
　01 01

普通交付税

　19 01 01
　05 01

住宅新築等資金借入金償還準備基金繰入
金

基金の廃止に伴う残額の取崩しによるもの

財政調整基金繰入金
国の補正予算（第1号）における普通交付税の追加交付等による他の一般財
源の増額に伴う財源更正によるもの

備　　　　　　　　　　考款

国の補正予算（第1号）における普通交付税の追加交付等によるもの

小    計

補正額

20 繰越金
　20 01 01
　01 01

（歳　入）

11 地方交付税
　11 01 01
　01 01

前年度繰越金

歳　出　合　計

事　　業　　名

　準定年退職者の増に伴い、不足する退職手当を追加するもの。

・令和7年度退職者数　※（ ）内は当初予算における積算人数
　60歳到達退職者　1人（2人）
　準定年退職者　　2人（0人）
　自己都合退職者　0人（2人）

8 消防費

　001 001
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２ 繰越明許費補正（追加）

項

3 戸籍住民基
　本台帳費

1 商工費

2 道路橋りょ
う費

4 都市計画費

款 事　　　業　　　名 金額 繰　　越　　説　　明

 2 総務費 住民基本台帳ネットワークシステム経費 12,499千円
　国の令和7年度補正予算（第1号）における社会保障・税番号制度システム整備費
補助金（戸籍住民基本台帳費）の交付を受ける予定の住民基本台帳システムの改修
について、年度内での完了が見込めないため

国庫関連市道改良事業費 36,100千円
　国の令和7年度補正予算（第1号）における社会資本整備総合交付金（道路維持費
交付率1/2）の内示を受けた市道86号線の電線類地中化工事について、年度内での
完了が見込めないため

国庫関連通学路整備工事費

　多世代交流施設の整備及び商業・業務系の土地利用に向けた用地買収及び物件補
償について、権利者との交渉に時間を要したことから、年度内での完了が見込めな
いため

 6 商工費 秦野駅北口周辺にぎわい創造推進事業費 207,445千円

36,000千円

　市道6号線の電線類地中化工事のうち、通信管路整備工事の委託先である事業者
において、宅地権利者との調整に時間を要し、工事の完了が遅れたことから、通信
管路の整備後に行う電気管路の整備工事について、年度内での完了が見込めないた
め

戸籍住民登録事務費 8,415千円
　国の令和7年度補正予算（第1号）における社会保障・税番号制度システム整備費
補助金（戸籍住民基本台帳費）の交付を受ける予定の戸籍附票システムの改修につ
いて、年度内での完了が見込めないため

震生湖周辺整備事業費 89,899千円
　令和6年度から実施し、令和7年度に予算を追加した震生湖太鼓橋の架替工事につ
いて、当初想定していた部材の手配が困難となり、工法の再検討を要したことなど
から、年度内での完了が見込めないため

秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業費 67,400千円

　国の令和7年度補正予算（第1号）における社会資本整備総合交付金（土地区画整
理費　交付率1/2）の内示を受けた建物等移転補償について、年度内での完了が見
込めないため
　また、区画道路の拡幅に伴い、地権者との交渉に時間を要し、工作物等移転補償
について、年度内での完了が見込めないため

 7 土木費 国庫関連通学路安全対策事業費 29,590千円
　国の令和7年度補正予算（第1号）における交通安全対策補助金（補助率5.5/10）
の内示を受けた市道71号線の歩道設置工事について、年度内での完了が見込めない
ため
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３ 債務負担行為補正（変更）

４ 地方債補正（変更）

水道事業会計補正予算（第3号）

公共下水道事業会計補正予算（第4号）

国民健康保険事業特別会計補正予算（第2号）

事　　　項
補正前 補正後

期　間 限度額 期　間 限度額

公共施設事業用地買収費
平成10年度

から
令和8年度

880,000千円のほか
年4.0パーセント以内の利息

平成10年度
から

令和13年度

880,000千円のほか
年4.0パーセント以内の利息

戸川堀山下線（仮称）事業用地買収費
令和5年度

から
令和8年度

49,300千円のほか
年0.3パーセント以内の利息

令和5年度
から

令和12年度

49,300千円のほか
年1.38パーセント以内の利息

起   債   の   目   的
限　　度　　額

補正前 補正後

水道事業基金積立金 1,607千円

職員退職給与準備基金積立金 263千円

（土木債）

　道路橋りょう整備事業費 697,000千円 739,100千円

48,000千円 汚水管きょ耐震化・更新事業費 48,000千円

※その他、財源更正あり

852千円 財政調整基金積立金 852千円

　都市計画事業費 903,200千円 942,200千円

他会計

1,870千円
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１　収益的収入及び支出
　（１）収　　　入

（款）水道事業収益 千円 + 千円 = 2,935,198 千円

（項）営業外収益 千円 + 千円 = 459,580 千円

２　資本的収入及び支出
　（１）支　　　出

（款）資本的支出 千円 + 千円 = 2,495,972 千円

（項）建設改良費 千円 + 千円 = 1,862,230 千円

資本的収支 　
　 千円

　 千円

　 千円

（補填財源）

千円

千円

千円

千円

予算規模 千円

020　職員退職給与準備基金積立金 263
　　３・１　基金積立金 1,870

010　水道事業基金積立金 1,607

（単位：千円）

項・目 補正額

減債積立金

当年度分消費税及び
地方消費税資本的収
支調整額 108,201

不足額 829,548
支出総額 2,495,972

建設改良積立金

説　　　　　　明

令和７年度秦野市水道事業会計補正予算（第３号）総括

（単位：千円）

項・目 補正額 説　　　　　　明
2,933,328 1,870

457,710 1,870

収入総額 1,666,424

433,005

001　水道事業基金利息

過年度分損益勘定留
保資金

1,870
1,860,360 1,870
2,494,102

216,863

71,479

4,381,473

1,607

002　職員退職給与準備基金利息 263
　　２・１　受取利息 1,870
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１　資本的収入及び支出
　（１）収　　　入

（款）資本的収入 千円 + 千円 = 914,640 千円

（項）企業債 千円 + 千円 = 817,100 千円

（項）国庫補助金 千円 + 千円 = 82,150 千円

　（２）支　　　出
（款）資本的支出 千円 + 千円 = 2,870,720 千円

（項）建設改良費 千円 + 千円 = 934,821 千円

資本的収支 　
　 千円

２　企業債 　 千円

（単位：千円） 　 千円

（補填財源）

補正前 補正後

千円

千円

千円

千円

予算規模 千円

公共下水道整備事業費 779,900

当年度分損益勘定留
保資金

当年度分消費税及び
地方消費税資本的収
支調整額

811,900
72,005

010　汚水管きょ耐震化・更新事業費 48,000

収入総額 914,640

27,325

382,481

限度額

1,474,269

当年度利益剰余金

不足額 1,956,080
支出総額 2,870,720

減債積立金

　　１・３　管きょ耐震化・更新事業費

5,411,191

起債の目的

令和７年度秦野市公共下水道事業会計補正予算（第４号）総括

（単位：千円）

項・目 補正額 説　　　　　　明
866,640 48,000
785,100 32,000

48,000

補正額

66,150 16,000
　　１・１　企業債 公共下水道整備事業債（汚水） 32,000

　　３・１　国庫補助金 16,000

32,000

社会資本整備総合交付金
（交付率１／２)

16,000

48,000
886,821 48,000

合　　計 48,000

（単位：千円）

項・目 説　　　　　　明
2,822,720
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1 歳入 単位：千円

予算額 補正額 計

4 財産収入 140 852 992

1 140 852 992

1 140 852 992

5 1,551,800 0 1,551,800

1 1,471,130 59,375 1,530,505

1 1,471,130 59,375 1,530,505

2 80,670 △ 59,375 21,295

1 80,670 △ 59,375 21,295

16,739,372 852 16,740,224

2 歳出 単位：千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5 基金積立金 140 852 992 852 0

1 基金積立金 140 852 992 852 0

1 財政調整基金積立金 140 852 992 852 0

16,739,372 852 16,740,224 0 0 852 0

3 補正理由

繰入金

補正額

一般会計繰入金

財産運用収入

利子及び配当金

基金繰入金

国民健康保険財政調整基金繰入金

(1)　低所得者等の保険税の軽減相当額を補填する保険基盤安定負担金について、算定基礎となる対象者数及び軽減相当額が当
　 初の見込みを上回ったことにより、負担額が増額したため、歳入における一般会計繰入金を増額する一方で、財源不足を解
   消するための国民健康保険財政調整基金繰入金を減額する財源更正を行うもの。
(2)　財政調整基金の運用利率が当初の見込みを上回ったことから、令和７年度に収入した利子収入を積み立てるため、基金積
　 立を増額するもの。

議案第２７号　令和７年度秦野市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）総括

款・項・目・節

歳入合計

款・項・目
補正額の財源内訳

計予算額

歳出合計

他会計繰入金
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１　本会議・代表質問

日時 内容 対応

３月３日(火)
　午前９時～

３月４日(水)
　午前９時～

２　本会議・議案審議

日時 内容 対応

３月５日(木)
　午前９時～

議案審議

【対策会議】
１　日時・場所
　　３月２日(月)　午後１時３０分～　３Ａ会議室
２　発言内容等の聞取り結果の報告
　　様式に記入し、２月２６日(木)午後３時までに総合政策
　課へメールで提出してください。

【答弁書の提出】
１　期限
　　３月３日(火)　正午
２　提出方法
　　総合政策課へデータをメールで提出してください。

令和８年３月秦野市議会第１回定例月会議　主なスケジュール

代表質問

市民創和会
　　　　170分
志政会　110分
ともにつくる
秦野　　110分

公明党　 90分
はだの清流クラ
ブ　　　 90分

【答弁書の提出】
１　期限（各情報収集担当課長から総合政策課への提出）
　　２月１８日（水)　午後５時
２　提出方法
　　データを次のフォルダに保存してください。
　　（H:\0110政策部\011000政策部共有\000総合政策課\0102
　　　議会\02代表質問\R8代表質問\R8代表質問答弁書（案）
　　　会派別フォルダ）

【答弁内容の調整】　※出席者は、答弁関係課の長
１　２月２４日（火）午後２時～
　　市民創和会の読み合わせ
２　２月２５日（水）午後１時３０分～
　　志政会、ともにつくる秦野の読み合わせ
３　２月２６日（木）午後１時３０分～
　　公明党の読み合わせ及び修正確認
４　２月２７日（金）午前１０時～
　　はだの清流クラブの読み合わせ及び修正確認
５　３月２日（月）午前１０時～
　　　　　　　　　議案審議対策会議終了後
　　修正確認

資 料
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３　 常任委員会

日時

３月６日(金)
　午前９時～

３月９日(月)
　午前９時～

３月１０日(火)
　午前９時～

３月１２日(木)
　午前９時３０分～

３月１３日(金)
　午前９時３０分～

３月１６日(月)
　午前９時３０分～

４ 　本会議・一般質問

日時 内容 対応

３月１８日(水)
　午前９時～

３月２３日(月)
　午前９時～

３月２４日(火)
　午前９時～

【対策会議】
１　日時・場所
　　３月１３日(金)　午後３時～　３Ａ会議室
　　　　　　　　　（文教福祉常任委員会終了後）
２　発言内容等の聞取り結果の報告
　　様式に記入し、３月１０日(火)午後３時までに総合政策
　課へメールで提出してください。

【答弁書の提出】
１　期限及び場所
 (1)　３月１８日(水)開催分
　　　３月１６日(月)　午前９時～１０時　＠議会控室
 (2)　３月２３日(月)、２４日(火)開催分
　　　３月１８日(水)　午後４時～５時　　＠５Ａ会議室
２　提出方法
　　紙原稿８部のほか、総合政策課へデータをメールで提出
　してください。

一般質問

内容

環境都市常任委員会
予算決算常任委員会・補正予算（環境都市分科会）

文教福祉常任委員会
予算決算常任委員会・補正予算（文教福祉分科会）

総務常任委員会
予算決算常任委員会・補正予算（総務分科会）

予算決算常任委員会・令和８年度予算（総務分科会）

予算決算常任委員会・令和８年度予算（文教福祉分科会）

予算決算常任委員会・令和８年度予算（環境都市分科会）
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